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ＪＰＭジャパンマイスター 
 

第 11 期 
運用報告書 （全体版） 

（決算日：2024年７月11日） 
 

受益者の皆様へ 
平素は格別のご愛顧を賜り厚く御礼申し上げます。 
さて、「ＪＰＭジャパンマイスター」は、去る７月11日に第11期の決算を行いました。 
当ファンドは、日本の株式を実質的な主要投資対象として運用を行い、信託財産の中長期的な成長をはか
ることを目的とします。当期につきましてもそれに沿った運用を行いました。ここに、運用状況をご報告申し
上げます。 
今後とも一層のご愛顧を賜りますようお願い申し上げます。 
 

当該投資信託の概要と仕組み 
商品分類 追加型投信／国内／株式 

信託期間 2013年７月12日から2044年７月11日（休業日の場合は翌営業日）までです。 

運用方針 
マザーファンドを通じて、日本の株式（全上場銘柄）の中から、時価総額にこだわらず、成長性があり、かつ
株価が割安と判断される銘柄を中心に選定して投資し、信託財産の中長期的な成長をはかることを目的と
して運用を行います。 

主要投資 
(運用)対象 

当ファンド 
ＧＩＭジャパンマイスター・マザーファンド（適格機関投資家専用）受益証券を主要投
資対象とします。 

マザーファンド 日本の株式を主要投資対象とします。 

組入制限および 
運用方法 

当ファンド 
ファミリーファンド方式により、マザーファンドを通じて運用を行います。株式への投
資割合には制限を設けません。外貨建資産への実質投資割合は、信託財産の純
資産総額の20％以下とします。 

マザーファンド 

日本の株式（全上場銘柄）の中から、時価総額にこだわらず、成長性があり、かつ
株価が割安と判断される銘柄を中心に選定して投資します。銘柄の選定は、運用
チームが行う企業取材に基づくボトムアップ・アプローチ方式で行います。株式へ
の投資割合には、制限を設けません。外貨建資産への投資割合は、信託財産の
純資産総額の20％以下とします。 
企業取材とは、企業訪問、企業来訪、電話取材等を通じて、企業の情報を得ることをいいます。 

ボトムアップ・アプローチとは、経済等の予測・分析により銘柄を選定するのではなく、個別企業の調査・分析から銘柄の

選定を行う運用手法です。 

分配方針 
年１回（原則として７月11日）決算日に基準価額水準、市況動向、残存信託期間等を勘案して、分配金額を
決定します。ただし、必ず分配を行うものではありません。 

 
（注） 当報告書における比率は、表示桁未満四捨五入です。 

（注） 「ＧＩＭジャパンマイスター・マザーファンド（適格機関投資家専用）」は「ジャパンマイスター・マザーファンド」または「マザーファンド」ということがあります。 
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○最近５期の運用実績 
 

決 算 期 
基 準 価 額 ＴＯＰＩＸ(配当込み) 

株   式 
組 入 比 率 

株   式 
先 物 比 率 

純 資 産 
総 額  

税 込 み 
分 配 金 

期 中 
騰 落 率 

(ベンチマーク) 
期 中 
騰 落 率 

 円 円 ％  ％ ％ ％ 百万円 

７期(2020年７月13日) 17,696 0 11.4 15,317 2.2 97.1 － 19,855 

８期(2021年７月12日) 22,686 0 28.2 19,426 26.8 98.8 － 19,590 

９期(2022年７月11日) 21,675 0 △ 4.5 19,502 0.4 98.9 － 19,953 

10期(2023年７月11日) 25,843 0 19.2 23,404 20.0 98.6 － 22,172 

11期(2024年７月11日) 33,983 0 31.5 31,358 34.0 99.3 － 28,886 
 
（注） 当ファンドはマザーファンドを組入れますので、各比率は実質比率を記載しております。 

（注） 株式先物比率は買建比率－売建比率です。 

（注） ベンチマークは、設定時を10,000として指数化しています。 

（注） TOPIX（東証株価指数）は、株式会社ＪＰＸ総研又は株式会社ＪＰＸ総研の関連会社（以下「ＪＰＸ」という。）の知的財産であり、指数の算出、指数値の公表、利用などTOPIXに関するすべ

ての権利・ノウハウ及びTOPIXに係る標章又は商標に関するすべての権利はＪＰＸが有します。ＪＰＸは、TOPIXの指数値の算出又は公表の誤謬、遅延又は中断に対し、責任を負いませ

ん。本商品は、ＪＰＸにより提供、保証又は販売されるものではなく、本商品の設定、販売及び販売促進活動に起因するいかなる損害に対してもＪＰＸは責任を負いません（以下同じ）。 

 

○当期中の基準価額と市況等の推移 

年 月 日 
基 準 価 額 Ｔ Ｏ Ｐ Ｉ Ｘ ( 配 当 込 み ) 株   式 

組 入 比 率 
株   式 
先 物 比 率  騰 落 率 (ベンチマーク) 騰 落 率 

(期  首) 円 ％  ％ ％ ％ 

2023年７月11日 25,843 － 23,404 － 98.6 － 

７月末 26,716 3.4 24,308 3.9 96.6 － 

８月末 26,265 1.6 24,413 4.3 97.3 － 

９月末 26,042 0.8 24,537 4.8 97.9 － 

10月末 25,255 △ 2.3 23,803 1.7 97.5 － 

11月末 26,756 3.5 25,093 7.2 99.1 － 

12月末 26,855 3.9 25,037 7.0 99.9 － 

2024年１月末 28,707 11.1 26,993 15.3 99.4 － 

２月末 29,875 15.6 28,322 21.0 98.6 － 

３月末 30,882 19.5 29,579 26.4 98.5 － 

４月末 30,741 19.0 29,308 25.2 97.2 － 

５月末 31,321 21.2 29,647 26.7 99.5 － 

６月末 32,236 24.7 30,078 28.5 98.9 － 

(期  末)       

2024年７月11日 33,983 31.5 31,358 34.0 99.3 － 
 
（注） 騰落率は期首比です。 

（注） 当ファンドはマザーファンドを組入れますので、各比率は実質比率を記載しております。 

（注） 株式先物比率は買建比率－売建比率です。 

（注） ベンチマークは、設定時を10,000として指数化しています。 
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投資環境 
◎日本株式市場 

日本株式市場は前期末比で上昇しました。 
◆期首から2023年12月末にかけては、日米長期金利の変動や為替相場の動向などのマクロ要因に左右される展開

となり、ボックス圏の推移となりました。 
◆2024年１月から３月にかけては、金融緩和の継続に伴った円安の進展を背景に上昇しました。海外投資家などの

買い意欲は強く、２月には日経平均株価がバブル後の最高値を更新しました。その後、日銀が金融政策決定会合
でマイナス金利政策の解除と長短金利操作の撤廃を発表しましたが、追加の利上げには慎重な姿勢を見せたこと
で安心感が広がり、株価は上昇しました。 

◆４月以降は、地政学リスクが高まったことや日本企業の本決算の発表が本格化するなかで、好調な実績と慎重な
業績先行き見通しが交錯しましたが、外国為替市場において円安・米ドル高が進行したことなどもあり、６月下旬か
ら騰勢を強め、前期末比では上昇して期末を迎えました。 
 

※上記市場の動向は、TOPIX（東証株価指数）を使用しています。 

 

運用経過の説明 
◎基準価額等の推移 
○当ファンド：基準価額の騰落率は+31.5％となりました。 
○組入ファンド：マザーファンドの基準価額の騰落率は+33.7％となりました。 

 

  
（注） 基準価額は、信託報酬控除後です（以下同じ）。 

（注） ベンチマークはグラフの始点の日の値が基準価額と同一となるように指数化しています。 

 
◎基準価額の主な変動要因 

マザーファンドの受益証券を高位に組み入れた結果、マザーファンドにおいて、独自の成長力を持つと判断して投
資を行っている企業の株価が上昇したことなどが、基準価額のプラス要因となりました。 

 
◎ポートフォリオについて 
○当ファンド 

マザーファンドの受益証券を高位に組み入れました。 
○マザーファンド 

セクター別の配分は、ボトムアップでの銘柄選択の結果によるものです。投資行動としては、サービス業、金属製
品や保険業などの投資比率が上昇しました。一方で、非鉄金属、ガラス・土石製品やゴム製品などの投資比率が
低下しました。   
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◎ベンチマークとの差異 
○当ファンド 

ベンチマークの騰落率は+34.0％となり、ファンドの騰落率はベンチマークの騰落率を下回りました。 
○マザーファンド 

ベンチマークの騰落率は+34.0％となり、ファンドの騰落率はベンチマークの騰落率を下回りました。 
△主なプラス要因 
・ 保険業などの保有比率を対ベンチマークで高めとしたこと 
・ 陸運業やサービス業などの保有比率を対ベンチマークで低めとしたこと 
・ サービス業、化学や医薬品などにおける銘柄選択 
▼主なマイナス要因 
・ 鉄鋼、ゴム製品や情報・通信業の保有比率を対ベンチマークで高めとしたこと 
・ 輸送用機器、建設業やガラス・土石製品などにおける銘柄選択 
 

◎分配金 
基準価額水準、市況動向、残存信託期間等を勘案し、無分配としました。留保益の運用については、委託会社の

判断に基づき元本部分と同一の運用を行います。 
 

○分配原資の内訳  

 （単位：円、１万口当たり・税込） 

項 目 
第11期 

2023年７月12日～ 
2024年７月11日 

当期分配金 －  

(対基準価額比率) －％ 

 当期の収益 －  

 当期の収益以外 －  

翌期繰越分配対象額 23,983  
 
（注） 対基準価額比率は当期分配金(税込)の期末基準価額(分配金込み)に対する比率であり、ファンドの収益率とは異なります。 

（注） 円未満は切捨てです。当期の収益と当期の収益以外の合計が当期分配金と一致しない場合があります。 

 

今後の見通しと運用方針 
◎今後の見通し 
◆ガバナンス改革の進展に伴って日本企業の自己株式取得の発表総額が過去最高を更新しましたが、株式市場で

は一定程度想定済みであることが多く、株価反応が限定的であったケースが少なからずみられました。これまでは
株主還元拡充の有無が注目されてきましたが、今後はよりファンダメンタルズが重視される局面に入ってくると考え
られます。 

◆銘柄選択の観点からは企業の構造的な変化に注目することを重視しています。また、海外投資家は、日本企業が
引き続き事業構造やガバナンス改革のスピードを維持できるかどうかに強い関心を示しており、各企業の対応状
況にも注視が必要です。 
 

◎今後の運用方針 
○当ファンド 

マザーファンドの受益証券を主要投資対象とし、信託財産の中長期的な成長をはかることを目的として運用を行い
ます。 

○マザーファンド 
日本の株式を主要投資対象として運用を行い、信託財産の中長期的な成長をはかることを目的とします。投資の
視点としては、引き続き中長期的な独自の成長ストーリーが見込まれる銘柄に注目し、投資を行う方針です。   
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○１万口当たりの費用明細 (2023年７月12日～2024年７月11日) 

項 目 
当 期 

項 目 の 概 要 
金 額 比 率 

  円 ％  

（a） 信 託 報 酬 517  1.815  (a)信託報酬＝〔期中の平均基準価額〕×信託報酬率 

 （ 投 信 会 社 ） (251)  (0.880)  投信会社 投資判断、受託会社に対する指図等の運用業務、目論見書、運用報告書等の開 
     示資料作成業務、基準価額の計算業務、およびこれらに付随する業務の対価 

 （ 販 売 会 社 ） (251)  (0.880)  販売会社 受益者の口座管理業務、換金代金等の支払い業務、交付運用報告書の交付業務、 
     購入後の投資環境等の情報提供業務、およびこれらに付随する業務の対価 

 （ 受 託 会 社 ） ( 16)  (0.055)  受託会社 信託財産の記帳・保管・管理業務、委託会社からの指図の執行業務、信託財産 
     の計算業務、およびこれらに付随する業務の対価 

（b） 売 買 委 託 手 数 料 18   0.063   
(b)売買委託手数料＝  

 （ 株  式 ） ( 18)  (0.063)  有価証券の取引等の仲介業務およびこれに付随する業務の対価として証券会社等に支払われ
る手数料 

（c） そ の 他 費 用 4   0.016   
(c)その他費用＝  

 （ 監 査 費 用 ） (  4)  (0.013)  監査費用 信託財産の財務諸表の監査業務の対価として監査法人に支払われる費用 

 （ そ の 他 ） (  1)  (0.002)  その他  信託事務の処理等に要するその他諸費用 

 合 計 539   1.894    

期中の平均基準価額は、28,470円です。  

 
（注） 期中の費用（消費税のかかるものは消費税を含む）は、追加・解約によって受益権口数に変動があるため、簡便法により算出した結果です。なお、売買委託手数料およびその他費用

は、当ファンドが組み入れているマザーファンドが支払った金額のうち、当ファンドに対応するものを含みます。 

（注） 各項目の円未満は四捨五入です。 

（注） 比率は１万口当たりのそれぞれの費用金額を期中の平均基準価額で除して100を乗じたものです。 

 

  

〔期中の売買委託手数料〕 

〔期中の平均受益権口数〕 

〔期中のその他費用〕 

〔期中の平均受益権口数〕 
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（参考情報） 

◯総経費率 

期中の運用・管理にかかった費用の総額（原則として、募集手数料、売買委託手数料および有価証券

取引税を除く。）を期中の平均受益権口数に期中の平均基準価額（１口当たり）を乗じた数で除した総経

費率（年率）は1.83％です。 
 

  
（注） 当ファンドの費用は１万口当たりの費用明細において用いた簡便法により算出したものです。 

（注） 各費用は、原則として、募集手数料、売買委託手数料および有価証券取引税を含みません。 

（注） 各比率は、年率換算した値です。 

（注） 当ファンドの費用は、マザーファンドが支払った費用を含みます。 

（注） 上記の前提条件で算出したものです。このため、これらの値はあくまでも参考であり、実際に発生した費用の比率とは異なります。 
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○売買及び取引の状況 (2023年７月12日～2024年７月11日) 

 

銘 柄 
設 定 解 約 

口 数 金 額 口 数 金 額 
 千口 千円 千口 千円 
ジャパンマイスター・マザーファンド受益証券 1,675,793 5,708,895 1,867,519 6,347,828 

 
（注） 単位未満は切捨てです。 

 

○株式売買比率 (2023年７月12日～2024年７月11日) 

 

項 目 
当 期 

ジャパンマイスター・マザーファンド受益証券 

(a) 期中の株式売買金額 41,080,549千円 
(b) 期中の平均組入株式時価総額 24,101,147千円 

(c) 売買高比率（a）／（b） 1.70   
 
（注） (b)は各月末現在の組入株式時価総額の平均です。 

 

○利害関係人との取引状況等 (2023年７月12日～2024年７月11日) 

 

該当事項はございません。 

 
利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第1項に規定される利害関係人です。 

 

○第一種金融商品取引業、第二種金融商品取引業又は商品取引受託業務を兼業している委託会社の自己取引状況 (2023年７月12日～2024年７月11日) 

 

該当事項はございません。 

 

○自社による当ファンドの設定・解約状況 (2023年７月12日～2024年７月11日) 

 

該当事項はございません。 

  

親投資信託受益証券の設定、解約状況 
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○組入資産の明細 (2024年７月11日現在) 

 

銘 柄 
期首(前期末) 当 期 末 

口 数 口 数 評 価 額 

 千口 千口 千円 

ジャパンマイスター・マザーファンド受益証券 7,274,754 7,083,028 29,121,162 
 
（注） 口数・評価額の単位未満は切捨てです。 

 

○投資信託財産の構成 (2024年７月11日現在) 

項 目 
当 期 末 

評 価 額 比 率 

 千円 ％ 

ジャパンマイスター・マザーファンド受益証券 29,121,162 99.7 

コール・ローン等、その他 79,709 0.3 

投資信託財産総額 29,200,871 100.0 
 
（注） 評価額の単位未満は切捨てです。なお、「コール・ローン等、その他」については投資信託財産総額から他の資産を差し引いた額を記載しています。 

 

 

親投資信託残高 
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○資産、負債、元本及び基準価額の状況 （2024年７月11日現在) 

項 目 当 期 末 

  円 

(A) 資産 29,200,871,510   

 
ジャパンマイスター・マザーファンド 
受益証券(評価額) 

29,121,162,930   

 未収入金 79,708,580   

(B) 負債 314,390,267   

 未払解約金 79,708,580   

 未払信託報酬 232,889,181   

 その他未払費用 1,792,506   

(C) 純資産総額(Ａ－Ｂ) 28,886,481,243   

 元本 8,500,222,290   

 次期繰越損益金 20,386,258,953   

(D) 受益権総口数 8,500,222,290口 

 １万口当たり基準価額(Ｃ／Ｄ) 33,983円 
 
＜注記事項＞ 

期首元本額 8,579,608,101円 

期中追加設定元本額 2,011,190,511円 

期中一部解約元本額 2,090,576,322円 

 

当期末における未払信託報酬(消費税相当額を含む)の内訳は以下の通りです。 

未払受託者報酬 7,057,245円 

未払委託者報酬 225,831,936円 

○損益の状況 (2023年７月12日～2024年７月11日) 

項 目 当 期 

  円 

(A) 有価証券売買損益 6,883,952,323   

 売買益 7,418,643,558   

 売買損 △   534,691,235   

(B) 信託報酬等 △   444,322,878   

(C) 当期損益金(Ａ＋Ｂ) 6,439,629,445   

(D) 前期繰越損益金 5,951,208,350   

(E) 追加信託差損益金 7,995,421,158   

 (配当等相当額) (   6,105,511,837)  

 (売買損益相当額) (   1,889,909,321)  

(F) 計(Ｃ＋Ｄ＋Ｅ) 20,386,258,953   

(G) 収益分配金 0   

 次期繰越損益金(Ｆ＋Ｇ) 20,386,258,953   

 追加信託差損益金 7,995,421,158   

 (配当等相当額) (   6,116,436,488)  

 (売買損益相当額) (   1,878,984,670)  

 分配準備積立金 12,390,837,795   
 
（注） 損益の状況の中で(A)有価証券売買損益は期末の評価換えによるものを含みます。 

（注） 損益の状況の中で(B)信託報酬等には信託報酬に対する消費税等相当額を含めて表

示しています。 

（注） 損益の状況の中で(E)追加信託差損益金とあるのは、信託の追加設定の際、追加設定

をした価額から元本を差し引いた差額分をいいます。 

（注） 計算期間末における費用控除後の配当等収益（463,465,203円）、費用控除後の有価

証券等損益額（5,976,164,242円）、信託約款に規定する収益調整金（7,995,421,158円）

および分配準備積立金（5,951,208,350円）より分配対象収益は20,386,258,953円

（10,000口当たり23,983円）ですが、当期に分配した金額はありません。 

（注） 当期における信託報酬(消費税相当額を含む)の内訳は以下の通りです。 

 受託者報酬 13,355,472円

 委託者報酬 427,375,066円

 
 

○分配金のお知らせ  

１万口当たり分配金（税込み） 0円 
 
 

 

課税上の取扱いについて 
●普通分配金に対して、個人の受益者については、配当所得として20.315％（所得税および復興特別所得税15.315％、ならびに

地方税５％）の税率で課税されます。なお、外国税額控除の適用となった場合、分配時の税金が前記と異なる場合があります。
法人の受益者の場合、前記とは異なります。元本払戻金（特別分配金）は課税されません。 

 
※上記は2024年７月末現在適用されているものです。税法が改正された場合等には、上記の内容が変更になる場合があります。

詳しくは税務専門家（税務署等）にお問い合わせください。 

 

＜約款変更のお知らせ＞ 

・ 2023年10月11日付で、新NISA成長投資枠の要件に適合させるため（信託期間の延長等）、信託約款に所要の変更を行っており

ます。 



 

 

 

 

○最近５期の運用実績 
 

決 算 期 
基 準 価 額 ＴＯＰＩＸ(配当込み) 

株   式 
組 入 比 率 

株   式 
先 物 比 率 

純 資 産 
総 額  

期 中 
騰 落 率 

(ベンチマーク) 
期 中 
騰 落 率 

 円 ％  ％ ％ ％ 百万円 
７期(2020年７月13日) 19,981 13.3 15,317 2.2 96.3 － 20,119 

８期(2021年７月12日) 26,046 30.4 19,426 26.8 97.9 － 19,886 
９期(2022年７月11日) 25,339 △ 2.7 19,502 0.4 98.0 － 20,132 
10期(2023年７月11日) 30,748 21.3 23,404 20.0 97.7 － 22,368 
11期(2024年７月11日) 41,114 33.7 31,358 34.0 98.5 － 29,121 

 
（注） 株式先物比率は買建比率－売建比率です。 

（注） ベンチマークは、設定時を10,000として指数化しています。 

（注） TOPIX（東証株価指数）は、株式会社ＪＰＸ総研又は株式会社ＪＰＸ総研の関連会社（以下「ＪＰＸ」という。）の知的財産であり、指数の算出、指数値の公表、利用などTOPIXに関するすべ

ての権利・ノウハウ及びTOPIXに係る標章又は商標に関するすべての権利はＪＰＸが有します。ＪＰＸは、TOPIXの指数値の算出又は公表の誤謬、遅延又は中断に対し、責任を負いませ

ん。本商品は、ＪＰＸにより提供、保証又は販売されるものではなく、本商品の設定、販売及び販売促進活動に起因するいかなる損害に対してもＪＰＸは責任を負いません（以下同じ）。 

 

○当期中の基準価額と市況等の推移 

年 月 日 
基 準 価 額 Ｔ Ｏ Ｐ Ｉ Ｘ ( 配 当 込 み ) 株   式 

組 入 比 率 
株   式 
先 物 比 率  騰 落 率 (ベンチマーク) 騰 落 率 

(期  首) 円 ％  ％ ％ ％ 
2023年７月11日 30,748 － 23,404 － 97.7 － 

７月末 31,818 3.5 24,308 3.9 96.5 － 
８月末 31,330 1.9 24,413 4.3 97.1 － 
９月末 31,110 1.2 24,537 4.8 97.5 － 
10月末 30,222 △ 1.7 23,803 1.7 97.0 － 
11月末 32,056 4.3 25,093 7.2 98.4 － 
12月末 32,218 4.8 25,037 7.0 99.1 － 

2024年１月末 34,485 12.2 26,993 15.3 99.3 － 
２月末 35,938 16.9 28,322 21.0 98.4 － 
３月末 37,199 21.0 29,579 26.4 98.2 － 
４月末 37,088 20.6 29,308 25.2 96.7 － 
５月末 37,841 23.1 29,647 26.7 98.8 － 
６月末 38,992 26.8 30,078 28.5 98.1 － 
(期  末)       

2024年７月11日 41,114 33.7 31,358 34.0 98.5 － 
 
（注） 騰落率は期首比です。 

（注） 株式先物比率は買建比率－売建比率です。 

（注） ベンチマークは、設定時を10,000として指数化しています。 
  

 

ＧＩＭジャパンマイスター・マザーファンド
（適格機関投資家専用） 

 

第  11  期 
運用報告書 

 

（決算日：2024年７月11日） 
（計算期間：2023年７月12日～2024年７月11日） 

 
法令・諸規則に基づき、当マザーファンドの第11期の運用状況をご報告申し上げます。 
 

●当ファンドの仕組みは次の通りです。 

商 品 分 類 親投資信託 

運 用 方 針 
日本の株式（全上場銘柄）の中から、時価総額にこだわらず、成長性があり、かつ株価が割安と判断され
る銘柄を中心に選定して投資し、信託財産の中長期的な成長をはかることを目的として運用を行います。 

主 要 運 用 対 象 日本の株式を主要投資対象とします。 

主 な 組 入 制 限 
株式への投資割合には、制限を設けません。外貨建資産への投資割合は、信託財産の純資産総額の
20％以下とします。 

 
（注） 当報告書における比率は、表示桁未満四捨五入です。 

（注） 「ＧＩＭジャパンマイスター・マザーファンド（適格機関投資家専用）」は「ジャパンマイスター・マザーファンド」または「マザーファンド」ということがあります。 



 

１ ジャパンマイスター・マザーファンド 

投資環境 
◎日本株式市場 

日本株式市場は前期末比で上昇しました。 
◆期首から2023年12月末にかけては、日米長期金利の変動や為替相場の動向などのマクロ要因に左右される展開

となり、ボックス圏の推移となりました。 
◆2024年１月から３月にかけては、金融緩和の継続に伴った円安の進展を背景に上昇しました。海外投資家などの

買い意欲は強く、２月には日経平均株価がバブル後の最高値を更新しました。その後、日銀が金融政策決定会合
でマイナス金利政策の解除と長短金利操作の撤廃を発表しましたが、追加の利上げには慎重な姿勢を見せたこと
で安心感が広がり、株価は上昇しました。 

◆４月以降は、地政学リスクが高まったことや日本企業の本決算の発表が本格化するなかで、好調な実績と慎重な
業績先行き見通しが交錯しましたが、外国為替市場において円安・米ドル高が進行したことなどもあり６月下旬か
ら騰勢を強め、前期末比では上昇して期末を迎えました。 
 

※上記市場の動向は、TOPIX（東証株価指数）を使用しています。 

 

運用経過の説明 
◎基準価額等の推移 

基準価額の騰落率は+33.7％となりました。 
 

  
（注） ベンチマークはグラフの始点の日の値が基準価額と同一となるように指数化しています。 

 

  



 

ジャパンマイスター・マザーファンド ２

◎基準価額の主な変動要因 
独自の成長力を持つと判断して投資を行っている企業の株価が上昇したことなどが、基準価額のプラス要因となり

ました。 
 

◎ポートフォリオについて 
セクター別の配分は、ボトムアップでの銘柄選択の結果によるものです。投資行動としては、サービス業、金属製

品や保険業などの投資比率が上昇しました。一方で、非鉄金属、ガラス・土石製品やゴム製品などの投資比率が低
下しました。 

 

◎ベンチマークとの差異 
ベンチマークの騰落率は+34.0％となり、ファンドの騰落率はベンチマークの騰落率を下回りました。 
△主なプラス要因 
・ 保険業などの保有比率を対ベンチマークで高めとしたこと 
・ 陸運業やサービス業などの保有比率を対ベンチマークで低めとしたこと 
・ サービス業、化学や医薬品などにおける銘柄選択 
▼主なマイナス要因 
・ 鉄鋼、ゴム製品や情報・通信業の保有比率を対ベンチマークで高めとしたこと 
・ 輸送用機器、建設業やガラス・土石製品などにおける銘柄選択 
 

今後の見通しと運用方針 
◎今後の見通し 
◆ガバナンス改革の進展に伴って日本企業の自己株式取得の発表総額が過去最高を更新しましたが、株式市場で

は一定程度想定済みであることが多く、株価反応が限定的であったケースが少なからずみられました。これまでは
株主還元拡充の有無が注目されてきましたが、今後はよりファンダメンタルズが重視される局面に入ってくると考え
られます。 

◆銘柄選択の観点からは企業の構造的な変化に注目することを重視しています。また、海外投資家は、日本企業が
引き続き事業構造やガバナンス改革のスピードを維持できるかどうかに強い関心を示しており、各企業の対応状
況にも注視が必要です。 
 

◎今後の運用方針 
日本の株式を主要投資対象として運用を行い、信託財産の中長期的な成長をはかることを目的とします。投資の

視点としては、引き続き中長期的な独自の成長ストーリーが見込まれる銘柄に注目し、投資を行う方針です。 
 

  



 

３ ジャパンマイスター・マザーファンド 

○１万口当たりの費用明細 (2023年７月12日～2024年７月11日) 

項 目 
当 期 

金 額 比 率 

  円 ％ 

（a） 売 買 委 託 手 数 料 22  0.063  

 （ 株  式 ） (22)  (0.063)  

（b） そ の 他 費 用 0   0.001   

 （ そ の 他 ） ( 0)  (0.001)  

 合 計 22   0.064   

期中の平均基準価額は、34,191円です。 
 
（注） 項目の概要については、前記当ファンドに投資している投資信託の運用報告書「1万口当たりの費用明細」をご参照ください。 

（注） 各項目は簡便法により算出し、円未満は四捨五入です。 

（注） 比率は１万口当たりのそれぞれの費用金額を期中の平均基準価額で除して100を乗じたものです。 

 

○売買及び取引の状況 (2023年７月12日～2024年７月11日) 

 

 

 
買 付 売 付 

株 数 金 額 株 数 金 額 

国 

内 

 千株 千円 千株 千円 
上場 10,555 20,508,357 11,408 20,572,192 
 ( 1,415) (        －)

 
（注） 金額は受渡し代金です。なお、単位未満は切捨てです。 

（注） 下段に( )がある場合は株式分割、権利行使、合併等による増減分で、上段の数字には含まれておりません。 

 

  

株式 



 

ジャパンマイスター・マザーファンド ４

○株式売買比率 (2023年７月12日～2024年７月11日) 

 

項 目 当 期 

(a) 期中の株式売買金額 41,080,549千円 
(b) 期中の平均組入株式時価総額 24,101,147千円 

(c) 売買高比率（a）／（b） 1.70   
 
（注） (b)は各月末現在の組入株式時価総額の平均です。 

 

○利害関係人との取引状況等 (2023年７月12日～2024年７月11日) 

 

該当事項はございません。 

 
利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第1項に規定される利害関係人です。 

 

○第一種金融商品取引業、第二種金融商品取引業又は商品取引受託業務を兼業している委託会社の自己取引状況 (2023年７月12日～2024年７月11日) 

 

該当事項はございません。 

 

 

 

  



 

５ ジャパンマイスター・マザーファンド 

○組入資産の明細 (2024年７月11日現在) 

下記は、ジャパンマイスター・マザーファンド全体（7,083,028千口）の内容です。 
 

 

 

銘 柄 
期首(前期末) 当 期 末 

株  数 株  数 評 価 額 

 千株 千株 千円 

建設業（4.7％）    

大成建設 － 65.7 410,625 

大林組 － 329.1 657,541 

鹿島建設 － 85.8 245,087 

日揮ホールディングス 202 － － 

インフロニア・ホールディングス 297.1 21.9 28,141 

食料品（2.1％）    

アサヒグループホールディングス 53.1 － － 

味の素 68 79.3 489,836 

ニチレイ － 33 114,642 

化学（8.7％）    

クラレ － 238.1 450,009 

信越化学工業 205.7 177.4 1,191,241 

日本酸素ホールディングス 98.9 29.1 147,507 

東京応化工業 18.3 － － 

花王 － 85.6 579,683 

日本ペイントホールディングス 126.3 － － 

東洋合成工業 17.6 － － 

メック 37.9 28.4 124,960 

タカラバイオ 74.7 － － 

医薬品（2.1％）    

協和キリン 29 － － 

第一三共 89.9 86.7 522,540 

サワイグループホールディングス － 12.5 83,737 

ゴム製品（2.2％）    

横浜ゴム 113.2 123.6 418,509 

ブリヂストン 113.2 32.8 207,361 

ガラス・土石製品（－％）    

東海カーボン 253.8 － － 

ＴＯＴＯ 36.4 － － 

フジミインコーポレーテッド 55.8 － － 

鉄鋼（2.1％）    

日本製鉄 27.4 － － 

大和工業 － 37.6 301,176 
 

 

銘 柄 
期首(前期末) 当 期 末 

株  数 株  数 評 価 額 

 千株 千株 千円 

大同特殊鋼 － 213.8 310,758 

非鉄金属（－％）    

住友金属鉱山 77.5 － － 

住友電気工業 298.3 － － 

金属製品（2.2％）    

ＳＵＭＣＯ － 242.1 639,991 

機械（3.7％）    

三浦工業 87.5 － － 

ＳＭＣ － 6.5 536,640 

ローツェ 11.4 － － 

荏原製作所 － 99.5 242,531 

ダイキン工業 18.1 5 116,425 

アマノ － 38.3 160,055 

電気機器（19.0％）    

ミネベアミツミ － 162.6 583,408 

日立製作所 46.1 405 1,530,495 

三菱電機 － 47 133,456 

富士電機 36 5.3 50,371 

富士通 13 － － 

ルネサスエレクトロニクス 170 － － 

ソニーグループ 94.3 44.7 687,486 

アドバンテスト － 83.5 571,223 

キーエンス 10.1 14.9 1,143,575 

カシオ計算機 75 － － 

ローム 7.5 － － 

太陽誘電 10.1 － － 

村田製作所 10 102.9 380,421 

東京エレクトロン 26.8 9.4 357,670 

輸送用機器（5.5％）    

デンソー 83.8 256.4 664,973 

本田技研工業 54.5 － － 

スズキ 14.4 263.2 514,292 

シマノ 17.2 15.8 395,790 
 

国内株式 



 

ジャパンマイスター・マザーファンド ６

 

銘 柄 
期首(前期末) 当 期 末 

株  数 株  数 評 価 額 

 千株 千株 千円 

精密機器（3.4％）    

テルモ 78.2 49.2 136,751 

島津製作所 99.7 － － 

ＨＯＹＡ 13.9 40.2 834,954 

その他製品（3.0％）    

バンダイナムコホールディングス 95.2 97.3 313,111 

任天堂 31.5 61.2 556,920 

陸運業（－％）    

東日本旅客鉄道 19.5 － － 

東海旅客鉄道 14.3 － － 

空運業（－％）    

日本航空 41.4 － － 

情報・通信業（6.6％）    

ＧＭＯペイメントゲートウェイ － 41.2 368,657 

マネーフォワード － 73.3 386,730 

ビジョナル 14.8 － － 

大塚商会 － 95.4 312,148 

東映アニメーション － 16.4 41,360 

ネットワンシステムズ 58 － － 

ＫＡＤＯＫＡＷＡ 128.9 － － 

スクウェア・エニックス・ホールディングス 69.3 － － 

ソフトバンクグループ － 65.6 781,952 

卸売業（5.3％）    

伊藤忠商事 152.3 188.1 1,523,610 

ミスミグループ本社 112.6 － － 

小売業（3.0％）    

パルグループホールディングス 35.3 70.6 117,407 

セブン＆アイ・ホールディングス 22.7 － － 

パン・パシフィック・インターナショナルホールディングス － 157.3 621,964 
 

 

銘 柄 
期首(前期末) 当 期 末 

株  数 株  数 評 価 額 

 千株 千株 千円 

しまむら 5.3 － － 

ファーストリテイリング 3.4 2.6 117,520 

銀行業（7.2％）    

三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 922.1 582.4 1,043,660 

三井住友フィナンシャルグループ 113.4 92.3 1,021,299 

証券、商品先物取引業（－％）    

ウェルスナビ 16.3 － － 

保険業（7.8％）    

ＳＯＭＰＯホールディングス 65.3 － － 

ＭＳ＆ＡＤインシュアランスグループホールディングス － 219.2 846,550 

東京海上ホールディングス 277.4 216.6 1,402,701 

その他金融業（3.3％）    

オリックス 218.6 255.8 945,692 

不動産業（3.0％）    

日本駐車場開発 247.8 － － 

パーク２４ 121.4 121.4 194,482 

三井不動産 － 339.5 506,873 

住友不動産 － 31.6 154,713 

サービス業（5.1％）    

サイバーエージェント － 219.1 208,342 

弁護士ドットコム － 45.9 167,535 

シグマクシス・ホールディングス 100.6 100.6 158,042 

リクルートホールディングス 42.6 99.1 935,603 

合 計 
株 数 ・ 金 額 6,201 6,764 28,690,752 

銘柄数＜比率＞ 67 59 ＜98.5％＞ 
 
（注） 銘柄欄の( )内は、国内株式の評価総額に対する各業種の比率です。 

（注） 評価額欄の< >内は、純資産総額に対する評価額の比率です。 

（注） 評価額の単位未満は切り捨てです。なお、株数が表示単位未満の場合は小数で記載

しております。 

（注） 株数に－印がある場合は組入れなしを表します。 

 

 

  



 

７ ジャパンマイスター・マザーファンド 

○投資信託財産の構成 (2024年７月11日現在) 

項 目 
当 期 末 

評 価 額 比 率 

 千円 ％ 

株式 28,690,752 97.1 

コール・ローン等、その他 855,673 2.9 

投資信託財産総額 29,546,425 100.0 
 
（注） 評価額の単位未満は切捨てです。なお、「コール・ローン等、その他」については投資信託財産総額から他の資産を差し引いた額を記載しています。 

 

○資産、負債、元本及び基準価額の状況 （2024年７月11日現在) 

項 目 当 期 末 

  円 

(A) 資産 29,546,425,964   

 コール・ローン等 476,034,667   

 株式(評価額) 28,690,752,390   

 未収入金 345,760,907   

 未収配当金 33,878,000   

(B) 負債 425,239,748   

 未払金 345,531,168   

 未払解約金 79,708,580   

(C) 純資産総額(Ａ－Ｂ) 29,121,186,216   

 元本 7,083,028,392   

 次期繰越損益金 22,038,157,824   

(D) 受益権総口数 7,083,028,392口 

 １万口当たり基準価額(Ｃ／Ｄ) 41,114円 
 
＜注記事項＞ 

期首元本額 7,274,754,650円 

期中追加設定元本額 1,675,793,125円 

期中一部解約元本額 1,867,519,383円 

 

元本の内訳  

ＪＰＭジャパンマイスター 7,083,028,392円 

○損益の状況 (2023年７月12日～2024年７月11日) 

項 目 当 期 

  円 

(A) 配当等収益 501,890,203   

 受取配当金 501,987,096   

 受取利息 1,680   

 その他収益金 571   

 支払利息 △        99,144   

(B) 有価証券売買損益 6,889,925,654   

 売買益 8,289,575,220   

 売買損 △ 1,399,649,566   

(C) その他費用等 △       261,549   

(D) 当期損益金(Ａ＋Ｂ＋Ｃ) 7,391,554,308   

(E) 前期繰越損益金 15,093,810,584   

(F) 追加信託差損益金 4,033,102,220   

(G) 解約差損益金 △ 4,480,309,288   

(H) 計(Ｄ＋Ｅ＋Ｆ＋Ｇ) 22,038,157,824   

 次期繰越損益金(Ｈ) 22,038,157,824   
 
（注） 損益の状況の中で(B)有価証券売買損益は期末の評価換えによるものを含みます。 

（注） 損益の状況の中で(F)追加信託差損益金とあるのは、信託の追加設定の際、追加設定

をした価額から元本を差し引いた差額分をいいます。 

（注） 損益の状況の中で(G)解約差損益金とあるのは、中途解約の際、元本から解約価額を

差し引いた差額分をいいます。 

 

 
＜約款変更のお知らせ＞ 

・ 2023年10月11日付で、新NISA成長投資枠の要件に適合させるため、信託約款に所要の変更を行っております。 

 

 


